
成果目標⑤：第１子出産前後の女性の就業継続率

○長期的には、ほぼ横ばいで推移しているものの、子どもの出生年が2005～2009年である女性
の就業率は38.0％となり、同2000～2004年である女性の就業率に比べ低下している。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】26



関連データ

出産前有職者に係る第1子出産前後での就業状況

○妊娠判明時に就業していた女性の割合はこの20年間で約９ポイント増加し、70.7％になっているが、出産
後も継続して就業している割合はそのうち４割弱で推移しており、長期的にあまり変化しておらず、第１子
出産を機に離職する女性の割合は依然として高い。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】27



関連データ

就業形態別にみた出産前有職女性の就業継続率

○正規職員は就業継続者が５割を超えているのに対し、パート等は２割に達していない。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】

【参考】出産前有職者を就業
形態別にみた構成割合
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関連データ

末子妊娠時の就業形態別末子妊娠・出産時の退職理由

○正社員、非正社員ともに「家事・育児に専念するため、自発的に辞めた」が最も多い。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】29



関連データ

就業継続に必要だったと思うこと

○正社員・非正社員ともに「認可・認証保育園等に子どもを預けられること」が最も多い。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】

（備考）
１．内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する意識調査」（平成25年度）の速報より作成。
２．6歳未満の子（第1子）と同居中で、妊娠判明時、従業員数が30人以上の企業（業種は不問。）に雇用されてい

た20歳以上の女性（当時、正社員及び週の労働時間が30時間以上の非正規社員。）が調査対象。
３．上位10項目を抽出している。
４．複数回答。

30



関連データ
「少なくとも子どもが小さいうちは、母親は仕事を持たずに家にいるのが望ましい」に

賛成の妻の割合（就業形態別）

○「まったく賛成」、「どちらかといえば賛成」の割合が、正規の職員では約50％なのに対し、それ以外の雇
用形態では６割を超えている。また、学生においては、「反対」の割合が「賛成」を上回っている。

（備考）厚生労働省「第14回出生動向基本調査」より作成
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関連データ

待機児童数と保育所定員の推移

○保育所定員は増加しているが、待機児童数に大きな減少はなく、引き続き保育所をめぐる状況は深刻。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】32



関連データ

育児休業取得率

○男性の育児休業等の制度利用者の割合は依然低い状況となっている。
(注)平成25年度は2.03％

○女性においては、８割以上が育児休業を取得している。

【内閣府「男女共同参画白書（平成２６年版）」】最新データを(注)で付記 【「仕事と生活の調和レポート2013】最新データを(注)で付記

（注）平成25年度
2.03％

（注）2013年度
83.0％
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関連データ

小学校１～３年生のうち、放課後児童クラブを利用している割合

○放課後児童クラブ登録児童数の就学児童数に対する割合については、2013年は24.0％となり、
引き続き増加している。
クラブを利用できなかった児童数(待機児童数)は最大の平成19年に比べて約６割となっている。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】34



関連データ

在宅型テレワーカーの数

○2012年の930万人から2013年720万人と減少した。
（2015年までの目標である、「700万人」は上回っている。）

【「仕事と生活の調和レポート2013」】※最新データを(注)で付記

（注）2013年720万人

就業人口に占める在宅型テレワーカーの割合

（備考）

１．国土交通省「テレワーク人口実態調査」による。

２．在宅型テレワーカーとは、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でICTを利用してい

る人かつ、自分の所属する部署のある場所以外で、ICTを利用できる環境において仕事を行う時間が

１週間あたり８時間以上である人のうち、自宅（自宅兼事務所を除く）でＩＣＴを利用できる環境におい

て仕事を少しでも行っている（週１分以上）人。

３．雇用型在宅テレワーカーとは、会社・官公庁・団体や自営業主に雇われている人、会社の社長・

取締役・監査役、団体の理事・幹事などの役員の人及び派遣社員、契約社員、嘱託、パート、アルバ

イトとして働いている人。

４．自営型在宅テレワーカーとは、個人経営の事業主の人、農家や個人商店などで、仕事を手伝って

いる家族の人及び家庭内で賃仕事（家庭内職）をしている人。

35



関連データ

短時間勤務を選択できる事業所の割合

○2012年度の14.0％から2013年度20.1％と上昇している。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】※最新データを(注)で付記

（注）
2013年度
20.1％
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関連データ

「女性が職業をもつこと」についての考え方

○男女とも「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と答えた者の割合が最も高い

【内閣府「女性の活躍推進に関する世論調査（平成２６年８月）」】37



成果目標⑥：週労働時間60時間以上の雇用者の割合

○2009年以降は9％台が続いており、長期的には低下傾向にある。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】 ※最新データを(注)で付記

（注）
2013年
8.8％
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関連データ

週労働時間60時間以上の雇用者の割合

○正規雇用の男性の約17％、女性の約８％が週60時間以上働いている。
就業形態別にみると、週間就業時間が60時間以上の者の割合には長期的な減少傾向は特定することが
できない。

【内閣府「男女共同参画白書（平成２６年版）」】39



関連データ

年次有給休暇取得率

○2000年以降は50％を下回る水準で推移している。

40

（注）
2013年
48.8％

【「仕事と生活の調和レポート2013」】※最新データを(注)で付記

(調査対象は備考３に準ずる。)



関連データ

企業規模別の年次休暇取得率

○企業規模が大きいほど取得率が高い。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】41



関連データ

業種別の年次休暇取得率

○業種によっては４割に満たないものも見られる。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】42

１．厚生労働省「就労条件総合調査」より作成



関連データ

平均残業時間別にみた仕事や職場の状況

○労働時間が長い正社員には「一人あたりの仕事の量が多い」や「突発的な業務が生じることが頻繁にあ
る」と感じる割合が高い。労働時間が短い正社員には「一部の人に仕事が偏ることがある」や「仕事が終わ
れば周りに人が残っていても退社できる」と感じる割合が高くなっている。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】43



関連データ

労働時間別にみた残業に対する上司の評価イメージ〔個人調査〕（正社員）

○労働時間が長い正社員ほどポジティブな評価をしていると感じる割合が高く、短い正社員ほどネガティブ
な評価をしていると感じる割合が高い。

【「仕事と生活の調和レポート2013」】44


